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平成 25 年度予算の概要 

 

 

 

 
 

一般会計予算規模は 92.6 兆円と前年度当初予算比 2.5％増となったが、24 年

度当初予算に基礎年金国庫負担２分の１維持に必要な経費を含めた実質的な比

較では 0.3％減と前年を下回る規模となる（減額は７年ぶり）。社会保障関係費

が引き続き増加し、近年減少傾向にあった公共事業関係費や防衛費が増加に転

じる一方、人件費の削減や経済予備費の廃止などにより歳出が抑制された。 

歳入面では、景気の持ち直しを受けて、税収について前年度当初予算比 1.8％

増の43.1兆円と３年連続の増収を見込むほか、「その他収入」については同8.3％

増の 4.1 兆円を計上した。公債金は 42.9 兆円（４条公債 5.8 兆円、特例公債 37.1

兆円）と前年度当初予算から 1.4 兆円圧縮され、公債金が税収を上回る異例の

状態から４年ぶりに脱却した。ただし、24 年度補正予算に続いて発行される年

金特例公債（2.6 兆円）を含めた場合の公債金は 45.5 兆円となり、税収を上回

る規模となる。 

なお、一般会計と特別会計の歳出純計は、223.0 兆円（前年度当初予算比▲

2.5％）となった。社会保障関係費が 76.4 兆円（＋0.7％）、国債費が 83.7 兆円

（▲1.1％）で、この２つで歳出純計全体の 71.8％を占める。 

 

◇歳  出 

 

 

基礎的財政収支対象経費は、前年度当初予算比 2.9％増の 70 兆 3,700 億円と

なり、前政権が中期財政フレームにおいて定めた約 71 兆円の枠に収まる形とな

った。地方交付税交付金等、経済協力費、食料安定供給関係費などが減額とな

る一方、社会保障関係費、公共事業関係費、防衛関係費、エネルギー対策費な

どが増額された。なお、前年度に設けられた経済危機対応･地域活性化予備費は

25 年度予算では計上が見送られた。 

社会保障関係費は 29 兆 1,224 億円（＋10.4％）と当初ベースで過去最高額と

なり、基礎的財政収支対象経費に占める割合も 41.4％と過去最高の水準となっ

た。生活保護費については、物価下落等を勘案した生活保護基準の見直しのほ

一般会計予算 92 兆 6,115 億円（前年度当初予算比＋2.5％） 

一般会計･特別会計歳出純計 223.0 兆円（▲2.5％） 

基礎的財政収支対象経費 70 兆 3,700 億円（＋2.9％） 

→図表１～３ 

→図表１, ３, ４ 
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か、後発医薬品の使用促進等による医療扶助の適正化や就労支援の強化により、

25 年度で 671 億円を減額する。一方で、受給者の増加が見込まれることなどか

ら、生活保護費全体としては 1.0％増の２兆 8,614 億円が計上された。 

公共事業関係費は５兆 2,853 億円（＋15.6％）となり４年ぶりに増加に転じ

た。24 年度予算の地域自主戦略交付金を加味した比較でも 0.3％の増加となっ

ている。安倍内閣が打ち出した重点３分野の観点では、「復興･防災対策」につ

いて、トンネル･橋梁等の老朽化対策に 17％増の 2,515 億円を配分したほか、地

方自治体が実施する老朽化インフラ対策や防災･耐震化事業を支援するため１

兆 460 億円の防災･安全交付金を計上した。「成長による富の創出」では、大都

市圏環状道路など物流ネットワークの整備に前年度並みの 3,539 億円、国際コ

ンテナ戦略港湾の機能強化に 12％増の 400 億円、整備新幹線に前年度と同額の

706 億円が充てられる。 

防衛関係費は４兆 7,538 億円（＋0.8％）となり、ＳＡＣＯ･米軍再編関係経

費を除く既存経費ベースでは 11 年ぶりに増加に転じた。尖閣諸島を始めとする

南西地域における情報収集･警戒監視等に備えるため、自衛官を８年ぶりに増員

（287 人）するほか、早期警戒管制機（ＡＷＡＣＳ）及び早期警戒機（Ｅ-２Ｃ）

の運用拡大に係る経費（燃料費、部品等）を 135 億円計上した。また、防空能

力の向上のため、次期戦闘機（Ｆ-３５Ａ）を２機取得するための経費に 299 億

円が充てられる。 

文教及び科学振興費は５兆 3,687 億円（▲0.8％）となった。文教関係費では、

高校実質無償化の財源として前年度並みの 3,950 億円が計上されたほか、教育

再生実行の基盤として、学校運営体制の整備や専科指導の充実のために教員定

数が 800 人増員される。科学技術振興費は１兆 3,007 億円（▲1.0％）と減額さ

れたが、公務員給与の減少分を除くとほぼ前年水準が維持された。 

経済協力費は 5,150 億円（▲1.3％）、政府開発援助（ＯＤＡ）は 5,573 億円

（▲0.7％）と、いずれも 14 年連続の減額となったが、ＯＤＡ事業量見込み（一

般会計ＯＤＡのほか、補正予算、円借款事業、国際機関向け拠出等を合計した

もの）は１兆 8,800 億円程度（＋２％程度）とプラスを維持した。二国間協力

の柱となる無償資金協力は 1.6％増の 1,642 億円、ＪＩＣＡ技術協力は 1.1％増

の 1,469 億円と増額された。 

地方交付税交付金等（地方特例交付金を含む）は、一般会計ベースで16兆3,927

億円（▲1.2％）と３年連続の減額、交付税及び譲与税配付金特別会計の出口ベ

ースでは 17 兆 1,879 億円（▲2.2％）となった。東日本大震災復興財源に充て

るため削減されている国家公務員給与と同様の措置を地方公務員給与について
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も本年７月から実施することで 8,500 億円が削減される。 

 

 

 

国債費は当初予算ベースで５年連続の増加となり、過去最高額となった。こ

のうち、利払費等（事務取扱費を含む）は９兆 9,027 億円（＋0.5％）と増加し

たものの、想定金利を前年度までの 2.0％から 1.8％に引き下げたことで増加幅

が抑制された。近年の公債残高の急増にもかかわらず、利払費は低金利を背景

に比較的低い伸びにとどまっているが、１％の金利上昇により１年目で 1.0 兆

円、２年目で 2.4 兆円、３年目で 4.0 兆円増加すると試算されており1、引き続

き難しい財政運営を強いられている。また、債務償還費は 12 兆 3,388 億円（＋

2.1％）となり、公債残高の累増を受けて過去最高額となった。 

 

◇歳  入 

 

 

 

一般会計租税印紙収入は、景気の持ち直しを背景に当初ベースで３年連続の

増加が見込まれる。所得税が高所得者の給与所得控除縮小などを背景に前年度

当初予算比 3.0％増の 13 兆 8,980 億円、消費税が 2.2％増の 10 兆 6,490 億円、

相続税が 4.5％増の１兆 4,950 億円とそれぞれ増加する一方、減税が先行してい

る法人税については 1.1％減の８兆 7,140 億円にとどまる見通しである。税収の

増加を見込む一方で公債金を圧縮したことから、当初ベースでは 21 年度予算以

来４年ぶりに税収が公債金を上回る歳入構造となった。 

その他収入については、政府資産整理収入 1,903 億円、雑収入３兆 5,981 億

円、前年度剰余金受入 2,202 億円等が計上された。雑収入のうち２兆 465 億円

は特別会計からの受入金であり、外国為替資金特別会計からの受入金が１兆

9,286 兆円と大宗を占める。前年度剰余金受入は、23 年度の純剰余金（１兆 9,790

億円）から 24 年度補正予算に計上した額（１兆 7,590 億円）を控除した金額で

ある。 

なお、一般会計歳入予算には計上されないが、財政投融資特別会計の積立金

6,967 億円が復興債償還財源として国債整理基金特別会計に繰り入れられる。 

                         
1 財務省「平成 25 年度予算の後年度歳出･歳入への影響試算」（平成 25 年３月） 

国債費 22 兆 2,415 億円（＋1.4％）

租税印紙収入 43 兆 960 億円（＋1.8％） 

その他収入    ４兆 535 億円（＋8.3％） 

→図表１, ３, ４ 

→図表１, ３, ５, ６ 
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公債金は 42 兆 8,510 億円（▲3.1％）となった。内訳は、４条公債が５兆 7,750

億円（▲2.3％）、特例公債が 37 兆 760 億円（▲3.3％）で、ともに前年度から

圧縮された。公債依存度は 46.3％となり、前年度当初予算の 49.0％から 2.7 ポ

イント低下する。一方、24 年度補正予算に続き、基礎年金国庫負担２分の１を

維持するための財源を賄う年金特例公債２兆6,110億円が発行されることから、

これを含めた場合の 25 年度の新規公債発行額は 45 兆 4,620 億円、公債依存度

は 49.1％となる。 

25 年度末の公債残高は 749 兆 5,846 億円と前年度末に比べ 37 兆円増加する。

なお、25 年度においては、国債整理基金残高 10 兆円のうち７兆円を取り崩して

借換債の償還に充てることにより、国債発行総額の抑制が図られる。 

 

◇特別会計 

 

 

昨年度設置された東日本大震災復興特別会計の 25 年度予算規模は、前年度当

初予算比 16.1％増の４兆 3,840 億円となった。歳出では、長期避難者の住宅確

保等のための交付金 503 億円、屋内運動施設の整備など子育て環境の整備･定住

安定のための交付金 100 億円のほか、津波･原子力災害の被災地域に新規に立地

する企業への補助金 1,100 億円を新たに計上した。このほかでは、復興関係公

共事業等に 8,793 億円、除染･廃棄物処理等に 6,095 億円などが計上され、市街

地再生や集団移転などの復興計画を支援する復興交付金については 5,918 億円

に増額される。 

歳入は、復興特別税が１兆 2,240 億円、一般会計からの受入が１兆 2,462 億

円、復興債が１兆 9,026 億円などとなっている。なお、復興費用については、

これまで設けられていた 19 兆円の枠を 25 年度に超える見通しとなったため、

25 兆円程度にまで拡大されることとなった。その財源は日本郵政株式の売却で

４兆円程度、決算剰余金等で２兆円程度が賄われる。 

公債金（４条公債、特例公債）    42 兆 8,510 億円（▲3.1％） 

年金特例公債金           ２兆 6,110 億円（皆増） 

公債依存度                46.3％（▲2.7 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

年金特例公債を含めた公債依存度      49.1％ 

公債残高（25 年度末見込み）    749 兆 5,846 億円（＋37 兆円） 

→図表１, ５, ７

東日本大震災復興特別会計 ４兆 3,840 億円（＋16.1％） →図表８ 
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◇収支バランス 

 

 

 

 

 平成 25 年度の国･地方の基礎的財政収支対ＧＤＰ比は、マイナス 6.9％と前年

度から 0.3 ポイント赤字幅が拡大する見通しである。基礎的財政収支対ＧＤＰ

比は、リーマンショックを受けた景気悪化により 21 年度にマイナス 7.6％まで

赤字幅が拡大し、その後若干縮小したものの、24 年度以降（推計値）は、東日

本大震災の復旧･復興や景気対策のための財政出動を行ったことにより、再びマ

イナス幅が拡大している。 

政府は基礎的財政収支対ＧＤＰ比を平成 32 年度（2020 年度）に黒字化する財

政健全化目標を堅持する方針であるが、内閣府の「経済財政の中長期試算」（平

成 24 年８月 31 日）によると、平均で実質２％程度、名目３％強という高めの

成長を前提とした場合（成長戦略シナリオ）でも、32 年度の国･地方の基礎的財

政収支対ＧＤＰ比はマイナス 1.4％と黒字化が達成されない見通しが示されて

いる。同試算は、13 兆円の財政支出を伴う 24 年度補正予算が加味されていない

ため、32 年度の黒字化への道のりは更に厳しくなっていると見ることもできる。 

 また、同試算によると、成長戦略シナリオでの 32 年度の一般会計の歳入歳出

構造は、歳出総額 128.2 兆円のうち基礎的財政収支対象経費が 83.1 兆円、国債

費が 45.1 兆円となる一方、歳入は税収が 69.8 兆円、その他収入が 3.8 兆円、

歳出と税収等との差額（公債金）が 54.6 兆円となる。基礎的財政収支がマイナ

ス 9.5 兆円と赤字状態が続くことに加え、歳出に占める国債費の割合が 35％に

上昇し（25 年度は 24％）、予算の硬直化が進む厳しい姿となっている。 

  

※平成 25 年度予算の詳細な解説については、福嶋博之「景気と財政規律双方を意識した平成 25

年度予算」参議院事務局企画調整室『立法と調査』第 338 号（2013.3）を参照。 

（内線 75323） 

 

 

 

 

 

 

国･地方の基礎的財政収支(対ＧＤＰ比、ＳＮＡベース)    ▲6.9％ 

平成 32 年度（2020 年度）の一般会計基礎的財政収支（試算） ▲9.5 兆円 

→図表９, 10
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（出所）財務省「予算の説明」等より作成 
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（出所） 財務省資料より作成 
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